
(証券コード　５７５３)
平成29年６月13日

株 主 各 位
堺 市 堺 区 匠 町 2 0 番 地 １

日 本 伸 銅 株 式 会 社
代表取締役社長 原 田 孝 之

第94期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第94期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成29年６月27日（火曜日）の当社営業時間終了

の時（午後６時）までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

1. 日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時

2. 場 所 堺市堺区匠町20番地１　当社本社会議室

3. 目的事項

報告事項 第94期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告およ

び計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。

　添付書類および株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（アドレス　http://www.nippon-shindo.co.jp）において、修正後の事項を掲載させてい

ただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告 (平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

1.　会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、米国・中国を中心とした世界景気の回復を背

景に生産や輸出が好調に推移し、底堅い回復基調にありました。また、資源価格は、

昨年後半から上昇に転じ、当社の主要原材料である銅の相場価格は、一昨年の６月

以来下降局面にありましたが、昨年11月の米国大統領選挙直後に反騰しました。

　このような経営環境のもと、当社は、堺工場の操業度を向上させるため、兄弟会

社であるサンエツ金属株式会社から黄銅棒製品をＯＥＭ受注することで量産効果を

追求しました。また、サンエツ金属株式会社からは、品質管理、設備管理等の人的

支援を受け、経営体質の強化に努めました。

　この結果、当事業年度の売上高は158億６百万円（前年同期比2.8％増加）、営業

利益は９億24百万円（前年同期は営業利益38百万円）、経常利益は、原料相場の変

動に備えたリスクヘッジのためのデリバティブ取引で、デリバティブ損失２億17百

万円（前年同期はデリバティブ利益１億88百万円）を計上したことなどにより、７

億63百万円（同83.3％増加）となりました。当期純利益は抱合せ株式消滅差益（前

年同期は３億46百万円）を計上しなかったことなどにより、５億42百万円（同35.8

％減少）となりました。

　当社は伸銅品関連事業の単一セグメントとしておりますが、部門別の業績は、次

のとおりであります。

（伸銅品）

　当社の主力製品である伸銅品は、販売数量が２万7,267トン（前年同期比14.0％

増加）となり、売上高は146億55百万円（同2.5％増加）となりました。

（伸銅加工品）

　伸銅加工品においては、売上高は４億71百万円（前年同期比8.3％増加）となり

ました。

（その他の金属材料）

　その他の金属材料は、伸銅原材料の転売が主で、売上高６億78百万円（前年同期

比5.7％増加）となりました。
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(2) 対処すべき課題

　株式会社ＣＫサンエツの連結子会社であるサンエツ金属株式会社との間で、製品

の相互ＯＥＭ供給、原料の共同購買、人材交流等に取り組むことで、シナジーを追

求します。

(3) 設備投資および資金調達の状況

　当事業年度の設備投資総額は１億30百万円で、その内工場設備・機械等は１億23

百万円であり、その他に車両購入等による７百万円の投資があります。なお、特別

な資金調達は行っておりません。

(4) 重要な組織再編等の状況

該当事項はありません。
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(5) 財産および損益の状況の推移

摘 要
第91期

平成26年３月期

第92期

平成27年３月期

第93期

平成28年３月期

第94期（当期)

平成29年３月期

売 上 高(百万円) 11,193 14,549 15,372 15,806

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(百万円) △362 △48 416 763

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）

(百万円) △363 △469 844 542

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ）
(円) △153.84 △198.82 357.83 229.79

総 資 産(百万円) 10,474 11,035 9,688 11,130

純 資 産(百万円) 4,609 4,278 4,978 5,582

（注）1.　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数から期中平均
自己株式数を控除した株式数により算出しております。

2.　平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、第91
期期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損
失を算定しております。

(6) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社との関係

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％ グループ会社の経営
管理、ならびにそれ
に付帯する業務

株式会社ＣＫサンエツ 2,756 50.2

（注） 取引関係および人的関係は現在のところありません。

②重要な子会社の状況

　該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容

　当社は、伸銅品の製造販売を主な内容として事業活動を展開しております。

(8) 主要な営業所および工場

本社・工場 大阪府堺市堺区

営　業　所 東京支店　　　　　（東京都墨田区）

大阪黄銅カンパニー（大阪府大阪市東成区）
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(9) 従業員の状況

当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

106名 2名減 39歳２月 14年４月

（注）従業員数にはパートおよび嘱託者等を含んでおりません。

(10) 当社の主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,450 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,150

株 式 会 社 富 山 銀 行 400

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300
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2.　会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 8,000,000株

（注）平成28年６月27日開催の第93期定時株主総会決議により、平成28年10月１

日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施しました。これにより、

発行可能株式総数は72,000,000株減少し、8,000,000株となっております。

(2) 発行済株式の総数 2,370,000株(自己株式9,470株を含む)

（注）平成28年６月27日開催の第93期定時株主総会決議により、平成28年10月１

日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施しました。これにより、

発行済株式の総数は21,330,000株減少し、2,370,000株となっております。

(3) 株主数 1,689名(前期末比297名減)

(4) 大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｃ Ｋ サ ン エ ツ 1,182 千株 50.1 ％

根 　 本 　 竜 太 郎 114 4.8

三 菱 伸 銅 株 式 会 社 100 4.2

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 43 1.8

松 井 　 崇 28 1.2

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 24 1.0

北 村 宗 弘 23 1.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 19 0.8

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 19 0.8

松 山 哲 郎 17 0.7

（注）持株比率は、自己株式9,470株を控除して算出しております。

3.　会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取締役会長※ 釣 　 谷 　 　 宏 　 行

株式会社ＣＫサンエツ代表取締役社長
サンエツ金属株式会社代表取締役社長
シーケー金属株式会社代表取締役社長
株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
伏木海陸運送株式会社社外取締役
株式会社宮入バルブ製作所社外監査役

取締役社長※ 原 　 田 　 　 孝 　 之

取締役 山 　 﨑 　 　 仁 　 郎 営業本部長

取締役 橋 　 本 　 　 好 　 人 大阪黄銅カンパニープレジデント

取締役 中 　 井 　 　 進 　 弘 堺工場長

取締役 木 　 本 　 　 道 　 隆 管理統括部長

取締役 松 　 井 　 　 大 　 輔 株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長

取締役　常勤監査等委員 木 　 内 　 　 由 　 晴

取締役　監査等委員 平 　 山 　 　 博 　 史 弁護士(平山綜合法律事務所代表)

取締役　監査等委員 飯 　 田 　 　 成 　 雄

（注）1.　※は代表取締役であります。
2.　取締役(監査等委員）平山博史氏および取締役（監査等委員）飯田成雄氏は、社外取締役で

あります。
3.　平成28年６月27日開催の第93期定時株主総会において、橋本好人氏、中井進弘氏、木本道

隆氏が新たに取締役に選任され、就任いたしました。
4.　当事業年度中の取締役の地位および担当の異動は、次のとおりです。
　　①取締役原田孝之氏は、平成28年６月27日付で代表取締役社長に就任いたしました。
　　②代表取締役社長山﨑仁郎氏は、平成28年６月27日付で取締役営業本部長に就任いたしま
　　した。
5.　取締役（監査等委員）平山博史氏および取締役（監査等委員）飯田成雄氏は東京証券取引

所に独立役員として届け出ております。
6.　情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤の監査等委

員を置いております。

(2) 取締役の報酬等の総額

区　　分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く） ５名 71百万円

取締役（監査等委員） ３名 13百万円 （うち社外取締役２名６百万円）

計 ８名 85百万円

（注）1.　株主総会の決議（平成27年６月26日改定）による取締役（監査等委員を除く）の報酬限度
額は年額100百万円以内、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額30百万円以内であり
ます。

2.　上記の他に使用人兼務取締役の使用人給与相当額０百万円があります。
3.　期末日現在の取締役（監査等委員を除く）の人数は７名、取締役（監査等委員）は３名で
　あります。
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(3) 社外役員に関する事項

区　分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員)

平 山 博 史

当事業年度に開催された取締役会14回のうちすべてに出席

し、監査等委員会13回のうちすべてに出席しました。主に

弁護士としての専門的見地から取締役会の意思決定や妥当

性・適正性を確保するために必要な発言を行っておりま

す。

取 締 役
(監査等委員)

飯 田 成 雄

当事業年度に開催された取締役会14回のうちすべてに出席

し、監査等委員会13回のうちすべてに出席しました。主に

大企業での職務経験から経営判断や意思決定に必要な発言

を行っております。

（注）社外取締役平山博史氏は、平山綜合法律事務所の代表であり、当社と平山綜合法律事務所との間
には、重要な取引その他の関係はありません。
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5.　会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

(1) 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 17百万円

(2) 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17百万円

 (注) 1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、(1)の金額にはこれ
らの合計額を記載しております。

2.　当社監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当該事業年度の会計監査計画の監査項目
別監査時間、人員配置など内容の妥当性および適切性ならびに他社の会計監査人の報酬等の状
況について確認し、当該事業年度の報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等の額について同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任・不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告

いたします。

  また、監査等委員会は、上記の解任事由に該当しない場合であっても、会計監査

人の監査品質、品質管理、独立性及び総合的能力等の観点から会計監査人の職務の

執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定し、当該議案を決議するための株主総会の招

集の決定を取締役会に要請いたします。

(4) 会計監査人の業務停止処分

　　　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　　　金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

　　①　処分対象

　　　　新日本有限責任監査法人

　　②　処分内容

　　　　平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契約の新規の

　　　　締結に関する業務の停止

　　③　処分理由

　　　　・社員の過失による虚偽表明

　　　　・監査法人の運営が著しく不当
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6.　株式会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果

たすため、コンプライアンス基本方針を定め、それを全ての取締役及び使用人に

周知徹底させる。

②監査室を設置する。監査室は、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の

整備・運用状況を評価するとともに、維持・改善を図る。

③取締役及び使用人に対し、マニュアルの作成・配布を行うこと等により、取締

役及び使用人に対し、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重

する意識を醸成する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の意思決定又は取締役に対する報告に関しては、取締役会規則等に基づ

き適切に保存及び管理するとともに当社の取締役が常時閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社はリスク管理責任者を定めリスク管理体制を構築する。リスク管理責任者

は当社及び重要な子会社の各部門とともに潜在するリスクの抽出、評価を行い、

対応策を検討し、実行する。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

①当社及び子会社は経営会議等を設置し、重要案件については取締役、関連部門

責任者等が事前に審議を行うことで取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進する。

(5) 当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制

①当社はコンプライアンス基本方針を定め、当社及び子会社のコンプライアンス

体制の構築に努める。

②当社の子会社の取締役及び使用人は、親会社の経営会議等に出席し、職務の執

行に係る事項を報告する。

③当社は子会社管理規程を定め、子会社の状況に応じて必要な管理を行う。

④当社はグループ内取引の公正性を保持するため、グループ内取引規程を策定し

運用する。
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(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制

①監査等委員会が必要とした場合、管理統括部は監査等委員会を補助すべき使用

人として、必要な人員を配置する。

(7) 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関す

る事項

①監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関して

は、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、その使用人の取締役（監査等委

員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。

(8) 監査等委員会の(6)の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、その職務にあたっては監査等委員

会の指示にのみ従うものとする。

(9) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人、並びに子会社の

取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員

会に報告をするための体制

①当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の

取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社又は子会

社に重大な損害を与える事実が発生し又は発生する恐れがあるとき、当社又は子

会社の取締役及び使用人による重大な違反又は不正行為を発見したとき、その他

当社の監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに当社

の監査等委員会に報告する。

②当社及び子会社は、当社の監査等委員会への適切な通報体制を確保するものと

する。

③当社の監査等委員会は必要に応じて当社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使用人に対して直接説

明を求めることができる。

④上記①から③の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、い

かなる不利益な扱いをしてはならないものとし、適切に運用するものとする。
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(10)当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について

生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生じる費用又は債務の処理については、当該請求に係る費用又は

債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、こ

れに応じるものとする。

(11)その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①当社及び子会社の取締役及び使用人の監査等委員会監査に対する理解を深め、

監査等委員会監査の環境を整備するよう努める。

②代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図る。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　職務執行の適正性および効率性の向上

　当事業年度は14回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項

の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

②　当社及び子会社における業務の適正性の確保

　当社の取締役が子会社の役員に就任し、子会社の取締役等の職務の執行が効率

的に行われていることを監督しております。また、監査室が内部監査計画に基づ

き、当社及び子会社の内部監査を実施しており、これを確保する体制を整備して

おります。

③　監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保

　当事業年度は監査等委員会を13回開催し、社外取締役を含む監査等委員は、監

査に関する重要な報告を受け、協議、決議を行っております。また、監査等委員

は代表取締役、会計監査人及び監査室との間で定期的に情報交換等を行うこと

で、取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務執行の監査、内部統制の整

備及び運用状況を確認しております。
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7.　株式会社の支配に関する基本方針

（会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

　当社では、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」を定めております。

その概要は次のとおりであります。

ア．基本方針の内容

　当社は、昭和13年創業の黄銅棒メーカーであります。創業以来70余年間に培っ

た高品質と安定供給体制の完備により、当社製品は多数の優良機械・金属メーカ

ー等のユーザーに支持され、信用を築いてまいりました。当社は現在、企業価値

の向上を目指し経営計画を策定し鋭意これを実行しております。経営計画を着実

に実行していくことが当社の中・長期的な企業価値を向上させ、ひいては長く株

主の皆様のご期待に応えることになると確信しております。

　そして当社の中・長期的な企業価値向上のためには万一、濫用的な買収者によ

って実行中の施策や方針が不合理に頓挫させられることのないように、適切かつ

合理的な措置を講じておく必要があると考えております。

イ．不適切な支配の防止のための取り組み

　当社株式は上場株式として自由に売買できますが、時として短期的な利益を追

求するグループ等による大規模買収が、株主の皆様に結果として不利益を与える

恐れがあります。大規模買収者が現れた場合に、買収に応じるか否かは株主の皆

様の判断に委ねられるものと考えております。そこで買収提案がなされた時に株

主の皆様が十分な情報と時間の下に適切にご判断いただけるよう、また、明らか

に株主一般の利益を害すると判断される買収行為への対策として「当社株式の大

規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」を平成18年１月16日の取締役会

において決定、公表し、更新した概要を情報公開するとともに毎年の定時株主総

会において株主の皆様にご報告いたしております。

　これは「事前警告型」買収防衛策であり、特定株主グループの議決権割合を20％

以上とすることを目的とする当社株式の大規模買収者に対しては買収者の概要、

買収目的、買付価格の算定根拠、買収資金の裏付け、買収後の経営方針等につき

当社への充分な情報提供を行うことなどの大規模買付ルールの遵守を要請します。

　当社取締役会は、大規模買収者が現れ次第、外部の有識者３名で構成する「諮

問委員会」を招集し、提供された情報を基に、同委員会に意見を求め、その意見

を最大限尊重した上で、所定の評価期間（60日間または90日間）内に、当該買収

提案に対する評価結果や代替案等を発表いたします。
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　大規模買付ルールは、株主の皆様に、買収に応じるか否かを適正に判断してい

ただくために必要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の見解を提供

し、場合によっては代替案の提示を示す等の機会を保証することを目的としてい

ます。適時に情報開示し、ご判断に供していただけるようにしてまいります。

　また、大規模買収者が大規模買付ルールを遵守しない場合または、当該大規模

買付行為が当社および当社株主全体の利益を著しく損なうと認められる場合は、

当社および当社株主全体の利益を守ることを目的として、所定の評価期間の経過

を待たずに、当社取締役会が新株予約権の発行等の対抗措置を取ることがありま

す。なお、買収防衛策として株主割当により新株予約権を発行する場合、新株予

約権１個当たりの目的となる株式の数は２株であります。（ただし、大規模買収

者には新株予約権の行使を認めません。）

ウ．不適切な支配防止のための取り組みについての取締役会の判断

　大規模買収者に要請する大規模買付ルールに基づく各種資料の開示を通じて、

当社に対する大規模買収者の概要、具体的な資金スキームおよび買収後の当社に

対する経営方針等々が明らかになり、株主の皆様の判断材料が充実したものにな

ります。

　当社取締役会としては、上記の対応方針は、上記基本方針および当社の株主の

共同の利益に沿うものであり、また、当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないと考えております。

　なお、当社の取締役の任期は１年であり、上記「株式会社の支配に関する基本

方針」は必要に応じて見直すこととしております。

8.　剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、配当金を株主の皆様への利益還元として経営上の重要課題と位置づけて

おります。利益配分に関しては、業績に見合った配当を安定的かつ継続的に実施す

るとともに、将来の事業展開に必要な内部留保の充実にも努めていくことを基本方

針としており、内部留保資金は、設備投資、研究開発投資等に活用し、経営基盤の

強化を図ることとしております。

　当期の期末配当につきましては、誠に申し訳なく存じますが、無配としておりま

す。また、次期の配当につきましては、中間配当５円、期末配当５円、合計10円を

予定いたしております。

（注）本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨て、比率については
表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

施 設 利 用 権 等

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

そ の 他

11,130

7,614

170

1,470

1,503

2,287

601

939

529

16

34

41

20

△0

3,516

2,694

357

21

190

5

34

2,078

6

9

7

1

812

756

34

21

負 債 の 部 5,548

流 動 負 債 4,998

支 払 手 形 145

買 掛 金 1,059

短 期 借 入 金 3,300

未 払 金 47

未 払 法 人 税 等 216

未 払 費 用 124

賞 与 引 当 金 83

設 備 支 払 手 形 15

そ の 他 6

固 定 負 債 550

長 期 未 払 金 31

退 職 給 付 引 当 金 45

繰 延 税 金 負 債 461

そ の 他 11

純資産の 部 5,582

株 主 資 本 5,486

資 本 金 1,595

資 本 剰 余 金 290

資 本 準 備 金 290

利 益 剰 余 金 3,617

利 益 準 備 金 34

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,583

土 地 圧 縮 積 立 金 958

繰 越 利 益 剰 余 金 2,624

自 己 株 式 △16

評価・換算差額等 95

その他有価証券評価差額金 95

資 産 合 計 11,130 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,130

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 15,806

売 上 原 価 14,162

売 上 総 利 益 1,643

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 719

営 業 利 益 924

営 業 外 収 益 67

受 取 利 息 及 び 配 当 金 27

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 8

保 険 差 益 28

雑 収 入 2

営 業 外 費 用 227

支 払 利 息 3

売 上 割 引 5

手 形 売 却 損 0

デ リ バ テ ィ ブ 損 失 217

雑 損 失 1

経 常 利 益 763

特 別 利 益 1

固 定 資 産 売 却 益 1

特 別 損 失 0

固 定 資 産 売 却 損 0

税 引 前 当 期 純 利 益 764

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 237

法 人 税 等 調 整 額 △14

当 期 純 利 益 542

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

土地圧縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成2 8年４月１日残高 1,595 290 290 34 958 2,082 3,074 △16 4,943

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 － － － － － 542 542 － 542

自己株式の取得 － － － － － － － △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
－ － － － － － － － －

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 542 542 △0 542

平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,595 290 290 34 958 2,624 3,617 △16 5,486

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有価証券評
価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 34 34 4,978

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 － － 542

自己株式の取得 － － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
61 61 61

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 61 61 603

平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 95 95 5,582

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・

仕掛品・原材料

及び貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

(3) デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ　　　　時価法

2.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法によっております。

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を

採用しております。

リース資産 定額法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定する方法によっておりま

す。
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3.　引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当事業年度負担額を計上しておりま

す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

4.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に

適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償

却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

1.　有形固定資産の減価償却累計額 2,052百万円

2.　受取手形割引高 278百万円

3.　収用に関する件

　土地収用法の適用を受けて有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳額は、9,243百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

建物 2,664百万円

構築物 147百万円

機械及び装置 6,355百万円

車両運搬具 7百万円

工具器具備品 68百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 23,700,000 - 21,330,000 2,370,000

（注）１．当社は平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

２．普通株式の発行済株式の総数の減少21,330,000株は、株式併合によるものであります。

2.　当事業年度の末日における自己株式の種類および総数

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 91,750 1,146 83,426 9,470

（注）１．当社は平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,146株は、株式併合前に行った単元未満株式の買取りによる

増加945株、株式併合後に行った単元未満株式の買取りによる増加111株、株式併合に伴う割当端数

株式の買取りによる増加90株によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少83,426株は、株式併合によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）

1.　繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

退職給付引当金 13百万円

賞与引当金 25百万円

減価償却超過額 63百万円

その他 31百万円

繰延税金資産小計 134百万円

評価性引当額 82百万円

繰延税金資産合計 52百万円

2.　繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

前払年金費用 10百万円

その他有価証券評価差額金 38百万円

土地圧縮積立金 423百万円

繰延税金負債合計 471百万円

繰延税金資産の純額 △419百万円
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社は、短期的な預金で余資運用するとともに銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

　受取手形、電子記録債権ならびに売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管

理の強化によりリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であ

り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　デリバティブ取引は原料価格変動リスクヘッジのための先物取引規程に従い、

実需の範囲で行うこととしております。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価

およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額(※）

時価(※) 差額

（1）　現金及び預金 170 170 －

（2）　受取手形 1,470 1,470 －

 (3)　 電子記録債権 1,503 1,503 －

（4）　売掛金 2,287 2,287 －

（5）　デリバティブ取引 8 8 －

（6）　投資有価証券

　　　その他有価証券 637 637 －

（7）　支払手形 (145) (145) －

（8）　買掛金 (1,059) (1,059) －

（9）　短期借入金 (3,300) (3,300) －

　（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する

事項

（1） 現金及び預金、（2）受取手形、(3)電子記録債権、（4）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（5） デリバティブ取引

　これらの時価については、デリバティブ取引残高を期末に決済した場合の金

額により算定しております。
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（6） 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、非上

場株式（貸借対照表価額118百万円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認めら

れるため「(6) 投資有価証券」には含めておりません。

（7） 支払手形、（8）買掛金、（9）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（関連当事者との取引に関する注記）

親会社の子会社等
(単位：百万円)

種類
会社等
の名称

所在地
事業の
内容

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

親会社の

子会社

サンエツ金属

株式会社
富山県
砺波市

黄銅棒・
線事業
および
精密部品
事業

－

非鉄金属原
材料および
非鉄金属製
品の仕入、
販売

非鉄金属原
材料および
製品の販売
（注）2

1,503 売掛金 153

非鉄金属原
材料および
製品の購入
（注）2

1,358 買掛金 139

（注）1.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
2.　非鉄金属原材料および非鉄金属製品の仕入、販売についての価格その他の取引条件は、市

場実勢を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額　　　　　2,364円75銭

2.　１株当たり当期純利益　　　　　229円79銭

（注）当社は平成28年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施しま

した。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純

資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月19日

日　本　伸　銅　株　式　会　社

　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 前 泰 洋 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本伸銅株式会社の平成28年４月１

日から平成29年３月31日までの第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第94期事業年度における取締

役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使

用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部統制部門である監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び支店等において業務及び財産の状況を調査しました。また、支店等については、

支店等の取締役及び執行役員と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて支店等から事業の

報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み

については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし

た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたし

ました。
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２．監査の結果

（1）　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118

条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損

なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認め

ます。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　 　　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本伸銅株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 木 内 由 晴 ㊞
監 査 等 委 員 平 山 博 史 ㊞
監 査 等 委 員 飯 田 成 雄 ㊞

(注)監査等委員平山博史及び飯田成雄は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社

　　外取締役であります。

以　　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員

（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

１
つり

釣
や

谷
ひろ

宏
ゆき

行
(昭和33年11月12日)

昭和57年４月　株式会社北陸銀行入行
昭和61年４月　シーケー金属株式会社入社
平成３年９月　同社取締役
平成８年９月　伏木海陸運送株式会社社外取締役
　　　　　　　（現任）
平成９年４月　シーケー金属株式会社代表取締役社長
　　　　　　　（現任）
平成12年６月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社Ｃ

Ｋサンエツ）代表取締役社長（現任）
平成23年10月　サンエツ金属株式会社代表取締役社長
　　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社

を新設、旧サンエツ金属株式会社は商号
変更により株式会社ＣＫサンエツ）（現
任）

平成23年12月　株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
（現任）

平成27年６月　当社代表取締役会長（現任）
平成27年６月　株式会社宮入バルブ製作所社外監査役

（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＣＫサンエツ代表取締役社長
サンエツ金属株式会社代表取締役社長
シーケー金属株式会社代表取締役社長
株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
伏木海陸運送株式会社社外取締役
株式会社宮入バルブ製作所社外監査役

0株

（取締役候補者とした理由）
当社親会社の代表取締役社長として、長年にわたりグループの経営に携わり、事業拡大に努めると
ともに経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督に十分な役割を果たしており、今後においても
経営全般にわたる高い見識に基づき適切な経営判断が行われ、当社の更なる発展に寄与するものと
判断し、引き続き取締役候補者としました。

－ 27 －

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案



候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

２
はら

原
だ

田
たか

孝
ゆき

之
(昭和46年７月９日)

平成６年10月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社Ｃ
Ｋサンエツ）入社

平成19年10月　同社砺波工場長
平成23年10月　サンエツ金属株式会社砺波工場長

（会社分割によりサンエツ金属株式会社
を新設、旧サンエツ金属株式会社は商号
変更により株式会社ＣＫサンエツ）

平成24年６月　同社取締役新日東事業所長兼工場長
平成26年４月　当社顧問
平成26年６月　取締役製造副本部長
平成26年７月　取締役製造本部長
平成27年４月　取締役堺工場長
平成28年６月　代表取締役社長（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
当社の経営に携わり、堺工場の生産性改善に成果を発揮し、経営の重要事項の意思決定や業務執行
の監督に十分な役割を果たしており、今後においても経営全般にわたる高い見識に基づき適切な経
営判断が行われ、当社の更なる発展に寄与するものと判断し、引き続き取締役候補者としました。

３
やま

山
ざき

﨑
よし

仁
ろう

郎
(昭和30年９月20日)

昭和59年９月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社Ｃ
Ｋサンエツ）入社

平成17年７月　同社名古屋支店長
平成19年４月　同社営業副本部長兼名古屋支店長
平成21年６月　同社取締役営業副本部長兼名古屋支店長
平成23年１月　同社取締役営業副本部長兼大阪支店長兼

名古屋支店長
平成23年10月　サンエツ金属株式会社取締役営業副本部

長兼大阪支店長兼名古屋支店長
　　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社

を新設、旧サンエツ金属株式会社は商号
変更により株式会社ＣＫサンエツ）

平成25年４月　同社取締役営業副本部長兼東京支店長兼
名古屋支店長

平成26年４月　当社顧問
平成26年６月　代表取締役社長
平成28年６月　取締役営業本部長（現任）

300株

（取締役候補者とした理由）
営業本部長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業
務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

４
はし

橋
もと

本
よし

好
と

人
(昭和49年12月28日)

平成９年４月　シーケー金属株式会社入社
平成19年４月　同社取締役継手工場長
平成22年４月　同社取締役配管機器営業本部長
平成28年６月　当社取締役大阪黄銅カンパニープレジデ

ント（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
大阪黄銅カンパニープレジデントとして豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重
要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者と
しました。

－ 28 －

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案



候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

５
なか

中
い

井
のぶ

進
ひろ

弘
(昭和51年12月16日)

平成13年２月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社Ｃ
Ｋサンエツ）入社

平成23年４月　同社砺波品質管理部長
平成24年10月　サンエツ金属株式会社新日東事業所品質

管理部長
平成27年４月　同社新日東事業所品質管理部長兼当社特

命執行役（品質管掌）
平成28年６月　当社取締役堺工場長（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
堺工場長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業務
執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

６

き

木
もと

本
みち

道
たか

隆
(昭和43年４月13日)

平成元年４月　当社入社
平成21年４月　管理部長
平成26年４月　管理本部長代行兼企画・財経部長
平成27年４月　管理本部長
平成28年６月　取締役管理統括部長（現任）

500株

（取締役候補者とした理由）
管理統括部長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や
業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

７
まつ

松
い

井
だい

大
すけ

輔
(昭和49年11月８日)

平成９年４月　株式会社北陸銀行入行
平成17年10月　サンエツ金属株式会社(現　株式会社Ｃ

Ｋサンエツ）入社
平成22年４月　同社管理本部副本部長
平成23年６月　同社取締役管理本部長
平成23年10月　同社取締役財務・企画部長
平成23年10月　サンエツ金属株式会社取締役管理本部長
　　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社

を新設、旧サンエツ金属株式会社は商号
変更により株式会社ＣＫサンエツ)

平成25年６月　株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部
長

平成25年６月　サンエツ金属株式会社取締役管理統括部
長

平成26年４月　当社顧問
平成26年６月　常勤監査役
平成27年６月　取締役（現任）
平成27年６月　株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部

長（現任）
平成27年６月　サンエツ金属株式会社取締役管理統括部

長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長

0株

（取締役候補者とした理由）
当社親会社の財務および管理部門の責任者として豊富な経験と実績を有しており、今後においても
経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役
候補者としました。

（注）候補者釣谷宏行氏はサンエツ金属株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に製品
及び原料の仕入、販売等の取引があります。その他の候補者と当社との間には特別の利害関係は
ありません。

－ 29 －

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案



第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了と

なりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

１
き

木
うち

内
よし

由
はる

晴
(昭和33年９月６日)

平成２年２月　当社入社

平成15年10月　管理部長

平成18年４月　監査部長

平成27年４月　監査室長

平成27年６月　取締役（常勤監査等委員）（現任）

0株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）
監査部門の責任者として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決
定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き監査等委員である取締役候補者
としました。

２
ひら

平
やま

山
ひろ

博
し

史
(昭和35年８月１日)

昭和61年４月　弁護士登録

　　　　　　　平山綜合法律事務所代表（現任）

平成19年８月　当社社外監査役

平成27年６月　社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
過去に会社経営に関与したことはありませんが、弁護士として企業法務の実務に長年にわたり携わ
っており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材
と判断し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者としました。

３
いい

飯
だ

田
しげ

成
お

雄
(昭和27年２月７日)

昭和49年４月　株式会社三和銀行（現　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）入行

平成６年４月　同行池田支店長

平成13年１月　同行法人営業第３部長

平成19年６月　ＭＳＴリスクコンサルティング株式会社

常務取締役管理本部長

平成23年６月　同社取締役社長

平成25年６月　同社取締役会長

平成26年６月　当社社外監査役

平成27年６月　社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
金融機関における豊富な経験と金融・経済等に関する幅広い知見を有しており、今後においても経
営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き監査等委
員である社外取締役候補者としました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．平山博史氏および飯田成雄氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
３．平山博史氏および飯田成雄氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役として

の在任期間は、本総会終結の時をもって、２年となります。
４．当社は平山博史氏および飯田成雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。両氏が再任された場合、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定でありま
す。

以上

－ 30 －

監査等委員である取締役選任議案



〈メ　モ　欄〉

メモ



定時株主総会会場ご案内

会場
当社本社会議室
〒590－0908　堺市堺区匠町20番地１
電話(072)229－0346（代）

交通機関
【公共交通機関ご利用の場合（電車・バス）の場合】
●南海本線　　　　堺駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車後徒歩約

８分
●南海高野線　　　堺東駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車後徒歩

約８分
●地下鉄四つ橋線　住之江公園駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車

後徒歩約８分
【車でお越しの場合】
●大阪・神戸方面から　阪神高速堺線　　住之江出口より約12分
●大阪・神戸方面から　阪神高速湾岸線　三宝出口より約５分
●和歌山方面から　　　阪神高速湾岸線　三宝出口より約５分

地図


